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術 (IT) の積極的導入を推進すべき旨が提言された 3。そして、その提言を受け
















（民訴 132 条の 10 等）。しかし、その具体化のための民事訴訟規則等は制定
されておらず、実務でもその運用はなされていない 4。しかし、2004 年の法改
正を受け、2006 年に支払督促について導入されたオンラインでの申立て等









年 10 月 30 日に、政府の有識者検討会として「裁判手続等の IT 化検討会」
4　杉本純子「民事裁判の IT化」法学教室 460 号 52 頁によれば、2004 年からは札幌地方裁判所
本庁において、民事訴訟における一部申立て等について、インターネットを利用した申立て（裁
判所オンライン申立てシステム）の試験的運用が開始されたが、残念ながらオンライン申立て
は定着せず、2009 年 3 月をもって運用は停止されたとのことである。これについては、町村・
前掲 41 頁、笠原毅彦「民事裁判の IT 化」小島武司先生古希祝賀（続）『権利実行化のための
崩壊核と司法改革』（商事法務、2009 年）970 頁以下も指摘するところである。確かに、2004










5　民事裁判の IT化をめぐっての動きや、研究活動等については、町村・前掲（注 3）38 頁、杉本・





年 3 月 30 日に「裁判手続等の IT化に向けた取りまとめ（以下、「取りまとめ」
という）」が公表された 6。そして、2018 年 6 月 15 日に閣議決定された未来投
資戦略 20187 に基づき、民事裁判手続等 IT化研究会 8 が発足し、2018 年 7 月
24 日に第 1回会議を開き、2019 年 9 月 19 日まで、13 回の会議を経たうえで、
「民事裁判手続の IT 化の実現に向けて（報告書（案））」（以下、「報告書案」
という）を公表した。   










205 頁～ 246 頁が詳しい。その他、日下部真治＝平岡敦「内閣官房「IT 化検討会」の取りまと




































































































































10　たとえば、裁判員が関与する刑事事件では、裁判資料は、裁判官 3 名と裁判員 6 名の分､ 合














































































































るとの認識の下 18、2017 年 10 月 30 日に、政府の有識者検討会として「裁判
手続等の IT 化検討会」が内閣官房に設置され、そこでの検討結果として、







18　諸外国における民事裁判の IT化の実情については、福田・前掲書（注 1）31 頁～ 93 頁が詳しい。
その他、新阜直茂「韓国における裁判手続等の IT 化の実情について」自由と正義 69 巻 11 号
26 頁、本田正男「シンガポールにおける司法の IT 化情報」自由と正義 69 巻 11 号 32 頁、杉
本純子「アメリカにおける裁判手続の IT 化－ｅ法廷の現状をふまえて」自由と正義 69 巻 11










実現すべき裁判手続の IT 化の内容として、「3 つのｅ」というキーワード
が設定されている。すなわち、「ｅ提出（e-Filing）」「ｅ事件管理（e-Case 
Management）」「ｅ法廷（e-Court）」である。そして、「取りまとめ」では、









でに述べたように、2018 年 7 月 24 日に「民事裁判手続等 IT 化研究会」が










20　「取りまとめ」18 頁。なお、同 20 頁では、裁判のＩＴ化のプロセスとして、フェーズ 1とし


















































































































































































































とする。ⓓ専門委員制度につき、民訴法 92 条の 3 を改め、「裁判所は、法第





































































































































































43　齊籐義房「民事裁判手続等 IT化の動きと弁護士会に求められていること」自由と正義 69 巻
11 号 11 頁によれば、地裁民事第 1審通常訴訟で、双方または一方が本院の訴訟は 57％である。



























































































































































ものと、商業登記法 12 条の 2 および商業登記規則 33 条の 2 から 33 条の 18 の規定に基づき、
法務省が管轄する登記所が独占的に提供するものとがある。














































































































た法廷で行う建前をいい、わが国憲法 82 条 1 項もその旨を規定している。
その趣旨としては、公開することによって手続の透明性を与え審理の適正さ
を一般国民の監視によって確保し、ひいては司法に対する国民の信頼を確保

























































































































































の閲覧を認めている（民訴 91 条 1 項）。また、当事者および利害関係人には、
訴訟記録の謄写も認められている（民訴 91 条 3 項）。現在では、自ら裁判所
に赴いて閲覧や謄写の請求をしなければならないが、e 提出や e 事件管理が
実現すると、訴訟記録はすべて電子化されるため、広くオンラインで閲覧・
謄写等が可能となる 66。確かに、記録の閲覧は公開原則から認められるもの
ではあるが、個人・企業の情報やプライバシー保護の観点から、オンライン
で広く訴訟記録を公開することの当否は慎重に検討されなければならない。
この点、「取りまとめ」では、電子化された訴訟記録にオンラインで直接ア
クセスできるのは、訴訟当事者本人とその代理人または関係者に限るのが相
当であるとし、国民一般に広くオンラインでの閲覧等を認めることについて
は、丁寧な検討が必要であるとしている 67。それに対し、「報告書案」68 は、オ
ンラインでアクセスできるのは、事件管理システムの利用登録をした当事者
に限定しており、利害関係を疎明した第三者についても同様の取扱いをする
か否かは引き続き検討するとしている。ただ、従来の紙媒体での訴訟記録の
謄写、その正本、謄本若しくは抄本の交付、または訴訟に関する事項の証明
書の交付は従来どおり残しておくとするならば、このようなオンラインのア
65　このような、インターネット上の情報の質が極めて多様である旨は、三木・前掲 9頁も指摘
するところである。
66　杉本・前掲 58 頁。
67　「取りまとめ」10 頁。
68　「報告書案」83 頁。
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クセスは当事者にのみ認めておけば十分であり、他の者については、従来の
謄写・閲覧請求の規律に服せしめれば十分ではあるまいか。
６．おわりに
　今日の社会における急速な IT 化の進展の中で、司法のみが取り越される
ことは許されず、そのような状況に対応した利用しやすく充実した裁判手続
の構築ということは急務であろう。また、その観点からいえば、訴訟手続の
IT 化は、訴訟当事者や代理人の作業を効率化させ、国民の司法へのアクセ
スを容易にすると共に、司法コストの削減も期待できる。その意味で、裁判
をより充実させ、適正、迅速に行うために、裁判の IT 化を推し進めること
は妥当であろうし、必要でもある。
  今日、情報通信技術の水準や日常的な利用は様変わりしている。インター
ネットそれ自体の構造は変わらないものの、主要な端末はパソコンからス
マートフォンやタブレットなどのモバイル端末が大きくシェアを伸ばしてい
る。また、クラウドコンピューティングが普及することでデータやプログラ
ムの所在も変わった。通信速度も端末のデータ保存容量も急激に増大してお
り、画像ファイルの送受信も気軽に行えるようになっている。さらにいわゆ
る AI ブームの到来で、コンピュータの処理能力のみならず、学習能力、状
況への対応可能性が劇的に向上した。こうした環境の変化を踏まえて、現
代の技術水準に相応しい、より一層高度な司法な IT 化を考案する必要があ
る 69。
　幸い、本文で検討したように、裁判手続の IT 化によって、現在の民事訴
訟の基本原則が根本的に否定されるような事態にはならないように思われ
る。よって、その利便性を考えれば、裁判手続の IT 化の推進に支障はない
と思われる。しかし、その過程においては、既にみてきたように、なお、数々
の解決されるべき問題が存在していることもまた事実である。たとえば、紙
媒体の記録を原本とする世界から、デジタル情報それ自体を原本とする世界
69　町村・前掲（注 3）49 頁参照。
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への転換を図らなければならないし、IT リテラシーに乏しい者の保護とい
うことも考えなければならない。また情報セキュリティの問題も解決されな
ければならない。さらには、裁判官のインターネットで得た知識の利用の問
題もある。これらの問題があるということを常に認識しつつも、裁判手続の
IT 化は、推進していかなければならない国民に課せられた大きな義務であ
るといえよう。
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